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これまでの廃棄物処理業への適正な価格転嫁・取引等に係るこれまでの主な取組

 2025年1⽉17⽇ ・・・・・・・・・・第３回中堅企業・中⼩企業・⼩規模事業者の活⼒向上のための関係省庁連絡会議
 2025年4⽉30⽇︓環境省より通知⽂書を発出

「価格転嫁・取引適正化に関する今後の取組について」 ※ 環境⼤⾂より関係事業団体へ取組６項⽬の要請
 2025年9⽉29⽇︓環境省より通知⽂書を再発出

「価格転嫁・取引適正化に関する今後の取組について」 ※ 環境⼤⾂より関係事業団体へ取組３項⽬の要請
 2025年9⽉29⽇︓環境省より説明会開催

「下請法・下請振興法改正法の概要」に関する説明会
 2025年12⽉19⽇ ・・・・・・・・・第４回中堅企業・中⼩企業・⼩規模事業者の活⼒向上のための関係省庁連絡会議
 2025年12⽉22⽇ ・・・・・・・・・第１回賃上げに向けた中⼩企業等の活⼒向上に関するワーキンググループ
 2026年2⽉9⽇︓環境省より事務連絡

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の改正について連絡
 2026年2⽉18⽇︓環境省より説明会開催

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」の改正等に関する説明会
 2026年3⽉9⽇︓合同勉強会共催

「廃棄物処理業者のための労務費の適切な転嫁・価格交渉」に関する 勉強会
 2026年３⽉31⽇︓廃棄物業における適正取引のためのガイドライン策定

廃棄物処理業者が取引において適切な転嫁・価格交渉を推進するためのガイドライン
 2026年4⽉6⽇ ・・・・・・・・・・・第２回賃上げに向けた中⼩企業等の活⼒向上に関するワーキンググループ
 2026年５⽉26⽇︓全国産業資源循環連合会理事会にて説明

「廃棄物処理業者のための労務費の適切な転嫁・価格交渉」に関する説明
 2026年6⽉1⽇ ・・・・・・・・・・・第５回中堅企業・中⼩企業・⼩規模事業者の活⼒向上のための関係省庁連絡会議

・・・・・・・・・・・第３回賃上げに向けた中⼩企業等の活⼒向上に関するワーキンググループ合同会議
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廃棄物処理法における産業廃棄物処理に必要な対価の扱い

【廃棄物処理法】
（事業者の責務）
第三条 事業者は、その事業活動に伴つて⽣じた廃棄物を⾃らの責任において適正に処理しなければならない。

（略）
（事業者の処理）
第⼗⼆条 （略）
５ 事業者は、その産業廃棄物の運搬⼜は処分を他⼈に委託する場合には、その運搬については第⼗四条第⼗⼆項に規定する産業廃棄物収集運
搬業者その他環境省令で定める者に、その処分については同項に規定する産業廃棄物処分業者その他環境省令で定める者にそれぞれ委託しなけれ
ばならない。

６ 事業者は、前項の規定によりその産業廃棄物の運搬⼜は処分を委託する場合には、政令で定める基準に従わなければならない。
（略）

【廃棄物処理法施⾏令】
（事業者の産業廃棄物の運搬、処分等の委託の基準）
第六条の⼆ （略）
四 委託契約は、書⾯により⾏い、当該委託契約書には、次に掲げる事項についての条項が含まれ、かつ、環境省令で定める書⾯が添付されていること。

（略）
ヘ その他環境省令で定める事項

【廃棄物処理法施⾏規則】
（委託契約書に含まれるべき事項）
第⼋条の四の⼆ 令第六条の⼆第四号ヘ（令第六条の⼗⼆第四号の規定によりその例によることとされる場合を含む。）の環境省令で定める事項は、
次のとおりとする。

（略）
⼆ 委託者が受託者に⽀払う料⾦

（略）
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廃棄物処理法における産業廃棄物処理に必要な対価の扱い

「排出事業者責任に基づく措置に係るチェックリスト」（平成29年6⽉（令和5年3⽉⼀部改訂））抜粋

p.13~
（略）
排出事業者は、委託する産業廃棄物処理業者を⾃らの責任で決定すべきであり、また、産業廃棄物処理

業者との委託契約に際して、処理委託の根幹的内容（委託する廃棄物の種類・数量、委託者が受託者に⽀
払う料⾦、委託契約の有効期間等）は、排出事業者と産業廃棄物処理業者の間で決定するものです。
（中略）

【違反等の場合の措置について】
○ 委託基準違反には罰則が適⽤される可能性があるほか、委託の過程で不適正処理された場合には、措置

命令の対象（法第 19 条の５）になる可能性もあります。また、委託基準に違反していない場合であっても、
委託に際して、適正な対価を負担していないときには、措置命令の対象（法第 19 条の６）になる可能性が
あります。

【 「適正な対価（料⾦）」について】
• 適正な対価を負担していない場合には、処理業者が適正な処理をできないため、不法投棄や不適正処理

が⾏われる可能性が⾼くなりますので、処理状況について⼗分な注意が必要です。
• 適正な対価を負担していない場合とは、⼀般的に⾏われている⽅法で処理するために必要とされる処理料⾦

からみて著しく低廉な料⾦で委託する場合をいいます。
（略）

※ ⾚字は労務費の適正な価格転嫁等に関連する記載として、本資料において表記
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業種毎の価格転嫁の実施状況 （2025年9⽉中⼩企業庁調べ 全回答70,000社）①

• 発注者としての廃棄物処理業は、前回調査より改善が⾒えるものの、価格転嫁率41.1％で30業種のうち28位。
• 受注者としての廃棄物処理業は、前回調査より下がり、価格転嫁率39.6％で30業種のうち25位。

出典︓中⼩企業庁【価格交渉促進⽉間（2025年９⽉）フォローアップ調査結果】

【発注者の⽴場で回答】 【受注者の⽴場で回答】※ 「廃棄物処理」回答数︓248 ※ 「廃棄物処理」回答数︓629
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業種毎の価格転嫁の実施状況 （2025年9⽉中⼩企業庁調べ 全回答70,000社）②

NO 業種 件数 割合

1 44廃棄物処理業 162 65.3%

2 48その他のサービス業 28 11.3%

3 45⾃動⾞整備業 11 4.4%

4 04建設業 10 4.0%

5 31卸売業 9 3.6%

6 39⽣活関連サービス業 5 2.0%

7 46機械等修理業 5 2.0%

8 30トラック運送業 3 1.2%

9 23その他製造業 2 0.8%

10 14⾦属産業 2 0.8%

11 その他（９業種） 11 4.4%

 廃棄物業者が発注者として取引する相⼿の65.3％は、廃棄物処理業者（⼆次処理・収集運搬等）。
 廃棄物業者が受注者として取引する相⼿の25.8％は、廃棄物処理業者（収集運搬・処分業者等）。
 『価格交渉に関する指針』に基づき、同業者間の取引適正化に向けた取組が必要。

廃棄物処理業が発注 発注 廃棄物処理業が受注発注
n=248 n=629

NO 業種 件数 割合

1 44廃棄物処理業 162 25.8%

2 04建設業 93 14.8%

3 51地⽅公務 86 13.7%

4 23その他製造業 26 4.1%

5 48その他のサービス業 25 4.0%

6 05⾷品製造業 22 3.5%

7 32⼩売業 22 3.5%

8 11化学（製薬除く） 18 2.9%

9 31卸売業 17 2.7%

10 42医療，福祉（製薬のぞく） 16 2.5%

11 その他（28業種） 142 22.6%

X業界 Y業界

出典︓中⼩企業庁【価格交渉促進⽉間（2025年９⽉）フォローアップ調査結果】を基に環境省作成
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⼀般的な廃棄物処理の取引のフロー

 2025年９⽉に⾏われた中⼩企業庁のフォローアップ調査結果によると、下図の①・②・③・④の取引において、
労務費等の価格転嫁が進んでいない可能性がある。
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受注者／
収集運搬業者

として採るべき⾏動／求められる⾏動
 廃棄物処理の取引における発注者として採るべき⾏動、求められる⾏動

＝ 受注者が発注者に求めることができる⾏動

発注者／
排出事業者

受注者／
中間処分業者

３．発注者側からの定期的な協議の実施

１．サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を⾏うこと

４．受注者の要請があれば、協議のテーブルにつくこと

収集運搬
委託

廃棄物の
処分委託

受注者／
中間処分業
（残渣物等）

発注者

２．本社（経営トップ）の関与

受注者／
収集運搬業者

発注者は、廃棄物の残渣処理やその後の⼆次処理費⽤も含めた受注者のコストを取り込むこと

労務費の上昇分について、取引価格への転嫁を受け⼊れる取組⽅針を具体的に経営トップまで上げて決定すること

定期的に労務費の転嫁について発注者から協議の場を設けること

受注者と協議テーブルにつき、労務費の転嫁を求められたことで取引停⽌等の不利益な取扱いをしないこと

受注者としてだけでなく発注者としての⽴場と
して、積極的に採るべき⾏動を実践すべき。

発注者
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受注者／
収集運搬業者

として採るべき⾏動／求められる⾏動

適正な価格転嫁等の交渉を⾏う前に、受注者として採るべき⾏動、求められる⾏動を実践。

発注者

受注者／
処分業者

労務費上昇分の価格転嫁の交渉の仕⽅について、国の相談窓⼝、中⼩企業の⽀援機関（全国の商⼯
会議所・商⼯会等）の相談窓⼝などに相談するなど、積極的に情報を収集して交渉に臨むこと。

収集運搬
委託

廃棄物の
処分委託

受注者

１．根拠とする資料の作成

発注者と価格交渉のみを⾏うのでなく、価格転嫁等の裏付けとなる実態等を理解してもらうためにも
普段から必要なコミュニケーションを図り信頼関係を築くこと。

発注者との価格交渉において使⽤する根拠資料としては、最低賃⾦の上昇率、春季労使交渉の妥結額や
その上昇率などの公表資料を⽤いること。

２．定期的なコミュニケーション

３．相談窓⼝の活⽤
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具体的取組︓ としての価格交渉の準備

 まず交渉のための準備をしっかりと整えることが重要。

引先からの引合段階で、業務内容や取 引条件をきちんと確認していますか︖

エネルギーや原材料費等、取引に必要なデータは定期的に収集していますか︖

”原価計算”できていますか︖処理⽅法・品⽬単位での把握を︕

処理⽅法・品⽬の“単価”を把握し、取引先に提⽰できますか︖

⾃社の事業特性をふまえた“⾒積書”のひな型はありますか︖

取引先にとっての⾃社の“付加価値”＝価格になっていませんか︖

取引先の経営⽅針や業績動向を把握できていますか︖

チェック１

チェック5

チェック3

チェック4

チェック6

チェック7

チェック2

受注者
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発注側企業の業界動向や事業形態、各取引先の規模や経済活動等の動向、⾃社との取
引実績を踏まえた交渉を実践。

 サービスの価格交渉だけでなく、⾃社の付加価値を活かした代替案提⽰が取引継続の鍵。

⾃社業種・業界の価格改定に関する情報収集

取引先（発注者）への交渉の申し⼊れ

取引先（発注者）業界・業種の情報収集と価格交渉順の検討

価格交渉に向けた説明資料の準備【提案⼒】

発注後に発⽣する価格交渉

ステップ１

ステップ５

ステップ４

ステップ３

ステップ２

具体的取組︓ としての価格交渉の実践受注者
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適正な価格転嫁・取引に向けたグッドプラクティス例

• 廃棄物の収集・運搬と中間処分とをまとめて受託する⼀括の廃棄物処理契約をしてい
ることから、これまでは全ての処理をまとめた料⾦単価を提⽰していたが、排出者（発
注者）との処理契約更新時において、廃棄物処理にかかる必要経費の内訳を収集・
運搬と処分とを分けて掲⽰・説明することにより、労務費や燃料費の変動に係る価格
転嫁の必要性を⽰すことが可能となり、受注者として納得のいく価格で契約締結できる
ようになった。【受注者の取組】

• 発注者と受注者の定期的な会合において、事業計画や調達計画を共有することに加
え、両者の困りごとを共有して解決策の提案を⾏う他、価格交渉も積極的に⾏ってい
る。【発注者/受注者双⽅の取組】

• 価格交渉の記録について、交渉記録や資料を電⼦データで発注者/受注者で保存し
ている。協議した内容・結果等を双⽅で共有することで、⼈事異動や退職等、担当者
が変わった後でも確認の⼿間が省かれ、これまでの経緯を踏まえたスムーズな交渉を継
続できる。 【発注者/受注者双⽅の取組】
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取適法の概要

 取適法の正式名称
製造受託等に係る中⼩受託事業者に対する代⾦の⽀払いの遅延等の防⽌に関する法律

 概要
 独占禁⽌法においては「優越的地位の濫⽤」が禁⽌されているものの、その⽴証は下請事業者にとって著しく困難である。この

ため、弱者保護の観点から、下請代⾦⽀払遅延等防⽌法（下請法）が制定。
 その後、適⽤対象とならない委託取引についても、取引の適正化を求める要請が⾼まったことを踏まえ、令和8年1⽉に取適法

が改正され、施⾏された。
 改正後の取適法の概要
 対象取引︓①取引の内容と②資本⾦⼜は従業員基準により、規定される。

① 取引内容︓「製造委託」、「修理委託」、「特定運送委託」、「情報成果物作成委託」、「役務提供委託」
② 資本⾦基準⼜は従業員の基準︓

 委託事業者へ課された４つの義務と11の遵守事項（禁⽌事項）
 義務項⽬︓①発注内容明⽰、②書類作成・保存、③⽀払い期⽇の定め（60⽇以内）、④遅延利息の⽀払い
 禁⽌事項︓①受領拒否、②⽀払遅延、③減額、④返品、⑤買いたたき、

⑥購⼊・利⽤強制、⑦報復措置、⑧有償、⑨不当な経済上の利益の提供要請、⑩不当な給付内容の変更、やり直し、
⑪協議に応じない⼀⽅的な代⾦決定・・・典型的な悪質事例
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取適法の義務と禁⽌項⽬

具体的な内容禁⽌項⽬
中⼩受託事業者に責任がないのに、発注した物品等の受領を拒否すること①受領拒否
⽀払期⽇までに代⾦を⽀払わないこと（⽀払⼿段として⼿形払等を⽤いること）②⽀払遅延
中⼩受託事業者に責任がないのに、発注時に決定した代⾦を発注後に減額すること③減額
中⼩受託事業者に責任がないのに、発注した物品等を受領後に返品すること④返品
発注する物品・役務等に通常⽀払われる対価に⽐べ著しく低い代⾦を不当に定めること⑤買いたたき
正当な理由がないのに、指定する物品や役務を強制して購⼊、利⽤させること⑥購⼊・利⽤強制
公正取引委員会、中⼩企業庁、事業所管省庁に違反⾏為を知らせたことを理由に、中⼩受託 事業者に対して
取引数量の削減・取引停⽌など不利益な取り扱いをすること⑦報復措置

⽀給原材料等の対価の早期決済有償⽀給する原材料等で中⼩受託事業者が物品の製造等を⾏っている場合に、
代⾦の⽀払⽇ より早く原材料等の対価を⽀払わせること⑧有償

⾃⼰のために、中⼩受託事業者に⾦銭や役務等を不当に提供させること⑨不当な経済上の利益の
提供要請

中⼩受託事業者に責任がないのに、発注の取消しや発注内容の変更を⾏ったり、無償でやり 直しや追加作業をさせること⑩不当な給付内容の変更、やり直し

中⼩受託事業者から価格協議の求めがあったにもかかわらず、協議に応じなかったり、必要 な説明を⾏わなかったりするなど、
⼀⽅的に代⾦を決定すること

⑪協議に応じない
⼀⽅的な代⾦決定

具体的な内容義務項⽬

発注に当たって、発注内容（給付の内容、代⾦の額、⽀払期⽇、⽀払⽅法）等を書⾯⼜は電
⼦メールなどの電磁的⽅法により明⽰すること①発注内容等を明⽰する義務

取引が完了した場合、給付内容、代⾦の額など、取引に関する記録を書類⼜は電磁的記録と
して作成し、２年間保存すること②書類等を作成・保存する義務

検査をするかどうかを問わず、発注した物品等を受領した⽇から起算して60⽇以内のでき る限り短い期間内で⽀払期⽇を定めること③⽀払期⽇を定める義務
⽀払遅延や減額等を⾏った場合、遅延した⽇数や減じた額に応じ、遅延利息（年率 14.6%）を⽀払うこと④遅延利息を⽀払う義務
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これからの環境省の取組

適正な価格転嫁・取引への取組状況のフォローアップ
• 価格転嫁状況に関するアンケートを実施し、調査結果を分析。
• 定期的に実態把握（独⾃アンケートや対⾯によるヒアリング）を⾏い、
業界における課題の共有と⾒直しを後押しし、業界におけるグッドプラ
クティスの創出を図る。

継続的な説明会、合同勉強会の実施
• 上記の取組結果の報告や公正取引委員会等を講師とした適正な価格転嫁
等に係る政府動向を周知。

〇 廃棄物処理業における適正取引推進のためのガイドライン
https://www.env.go.jp/content/000390301.pdf

本件について、疑問点やご確認事項がございましたら、下記までご連絡ください。
環境再⽣・資源循環局 資源循環課 業振興ライン
メール︓sanpai07@env.go.jp


